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中間決算取締役会開催日　　平成１６年１１月２２日 中間配当制度の有無　　有
中間配当支払開始日　　　　平成１６年１２月　９日 単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

１. １６年９月中間期の業績（平成１６年４月１日 ～ 平成１６年９月３０日）
(1)経営成績 (注)記載金額の百万円未満は切り捨て

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
１６年９月中間期 68,908 3.4 7,228 7.2 7,852 8.2
１５年９月中間期 66,663 △ 3.7 6,741 1.6 7,255 7.5
１６年３月期 141,279 16,998 16,486

百万円 ％
１６年９月中間期 4,908 11.7
１５年９月中間期 4,393 13.7
１６年３月期 9,187
(注) ①期中平均株式数   １６年９月中間期 214,647,966株 １５年９月中間期 214,704,970株 １６年３月期 214,690,542株
     ②会計処理の方法の変更 　　　　　無
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

       
(2)配当状況

１６年９月中間期 　　
１５年９月中間期 　　
１６年３月期

(3)財政状態

１６年９月中間期
１５年９月中間期
１６年３月期
(注) ①期末発行済株式数　 １６年９月中間期 214,635,251株 １５年９月中間期 214,688,163株 １６年３月期 214,658,027株
 　  ②期末自己株式数　　 １６年９月中間期 　  244,724株 １５年９月中間期 　  191,812株 １６年３月期 　  221,948株

２. １７年３月期の業績予想（ 平成１６年４月１日  ～  平成１７年３月３１日 ）

期　　末
   円　銭   円　銭

     3.50     7.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）     50円  97銭 

※上記の予想は、本資料発表日現在において想定できる経済情勢、市場動向などを前提として作成した
　ものであり、今後の様々な要因により、予想と異なる結果となる可能性があります。
　なお、上記業績予想に関する事項は、｢決算短信(連結)｣添付資料の４ページを参照して下さい。

　円　銭 

当　期　純　利　益

421.87

総   資   産 株　主　資　本 １株当たり株主資本
 　円　銭

442.78
398.80

経　常　利　益

　円　銭 

-  -
-  -
7.00

3.50
3.50
-  -

通　　期

売　 上 　高　

137,500

売　 上　 高 営　業　利　益 経　常　利　益

平成１７年３月期　　　　 個別中間財務諸表の概要　 　　　　　　平成１６年１１月２２日

１ 株 当 た り
中 間 配 当 金

１ 株 当 た り
年 間 配 当 金

中間（当期）純利益 １ 株 当 た り 中 間
（ 当 期 ） 純 利 益

22.87
      円　銭 

20.46
42.52

百万円 百万円 百万円

株主資本比率
％

48.2
43.4
45.6

１株当たり年間配当金

17,500 11,000

百万円 百万円

197,368 95,036
197,356 85,618
198,532 90,617
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  中間貸借対照表 
 

前中間会計期間末 
(平成 15 年 9月 30 日現在) 

当中間会計期間末 
(平成 16 年 9月 30 日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成 16 年 3月 31 日現在) 

期別 
 
科目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

（ 資 産 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
 

流 動 資 産 78,772 39.9 78,453 39.7 81,985 41.3 

現金及び預金 8,922  6,631  9,613  

受取手形 7,419  7,511  8,120  

売掛金 28,945  31,360  32,144  

たな卸資産 18,134  17,101  17,305  

繰延税金資産 1,872  1,204  1,362  

その他 14,059  15,191  13,979  

貸倒引当金 △ 582  △ 547  △ 541  

固 定 資 産 118,584 60.1 118,914 60.3 116,546 58.7 

 有形固定資産 72,588 36.8 71,651 36.3 69,960 35.2 

建物 15,871  15,372  15,677  

機械及び装置 23,406  23,557  24,885  

土地 22,148  23,336  21,895  

建設仮勘定 5,205  2,761  909  

その他 5,956  6,622  6,591  

 無形固定資産 555 0.3 671 0.4 602 0.3 
 

投資その他の資産 45,439 23.0 46,591 23.6 45,983 23.2 

投資有価証券 40,896  43,466  42,739  

繰延税金資産 1,019  -  -  

その他 3,803  3,365  3,498  

貸倒引当金 △  280  △ 240  △ 254  

資 産 合 計 197,356 100.0 197,368 100.0 198,532 100.0 
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前中間会計期間末 
(平成 15 年 9月 30 日現在) 

当中間会計期間末 
(平成 16 年 9月 30 日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成 16 年 3月 31 日現在) 

期別 
 
科目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

（ 負 債 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

流 動 負 債 68,713 34.8 59,734 30.2 64,418 32.5 

支払手形 4,898  4,762  4,726  

買掛金 11,431  12,693  12,539  

短期借入金 34,545  25,184  30,317  

未払法人税等 3,572  2,852  3,507  

賞与引当金 1,208  1,210  1,282  

事業構造改善引当金 1,345  -  -  

その他 11,710  13,031  12,044  

固 定 負 債 43,025 21.8 42,596 21.6 43,496 21.9 

社 債 15,000  15,400  15,400  

長期借入金 7,079  5,965  6,525  

繰延税金負債 -  707  636  

退職給付引当金 12,720  11,822  12,365  

役員退職慰労引当金 448  290  494  

特別修繕引当金 7,000  7,692  7,327  

その他 776  718  747  

負 債 合 計 111,738 56.6 102,331 51.8 107,914 54.4 

（ 資 本 の 部 ）       

資 本 金 18,168 9.2 18,168 9.2 18,168 9.1 

資本剰余金 8,075 4.1 8,075 4.1 8,075 4.1 

 資本準備金 8,075  8,075  8,075  

利益剰余金 50,444 25.6 58,584 29.7 54,486 27.4 

 利益準備金 2,430  2,430  2,430  

 任意積立金 36,523  43,860  36,523  

 中間(当期)未処分利益 11,490  12,293  15,533  

その他有価証券評価差額金 9,045 4.6 10,363 5.3 10,023 5.1 

自己株式 △ 115 △0.1 △ 155 △0.1 △ 136 △0.1 

  資 本 合 計 85,618 43.4 95,036 48.2 90,617 45.6 

負債及び資本合計 197,356 100.0 197,368 100.0 198,532 100.0 
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中間損益計算書 
 

前中間会計期間 
自 平成 15 年 4 月 1 日 
至 平成15年9月30日 

当中間会計期間 
自 平成 16 年 4 月 1 日 
至 平成16年9月30日 

対前中間期 
増減金額 

前事業年度の 
要約損益計算書 

自 平成 15 年 4 月 1 日 
至 平成16年3月31日 

期別 
 
 
科目 

金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 金  額 百分比 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 

売  上  高 66,663 100.0 68,908 100.0 2,245 141,279 100.0 

売 上 原 価 47,302 71.0 48,592 70.5 1,289 98,171 69.5 

  売 上 総 利 益 19,360 29.0 20,315 29.5 955 43,108 30.5 

販売費及び一般管理費 12,618 18.9 13,086 19.0 468 26,109 18.5 

  営 業 利 益 6,741 10.1 7,228 10.5 487 16,998 12.0 

営 業 外 収 益        

  受 取 利 息 56  51  △     4 107  

  受 取 配 当 金  390  469  79 511  

  その他の営業外収益 875  1,107  232 1,757  

     計 1,321 2.0 1,628 2.4 307 2,376 1.7 

営 業 外 費 用        

  支 払 利 息 429  377  △    52 834  

  その他の営業外費用 377  627  249 2,054  

     計 807 1.2 1,004 1.5 197 2,888 2.0 

  経 常 利 益 7,255 10.9 7,852 11.4 597 16,486 11.7 

特 別 利 益 1,351 2.0 31 0.0 △ 1,320 1,901 1.3 

特 別 損 失 910 1.4 152 0.2 △   758 1,105 0.8 

  税引前中間(当期)純利益 7,696 11.5 7,731 11.2 34 17,282 12.2 

  法人税、住民税及び事業税 3,619 5.4 2,816 4.1 △   802 6,883 4.9 

  法人税等調整額 △ 316 △0.5    6 0.0 323 1,211 0.8 

  中間(当期)純利益 4,393 6.6 4,908 7.1 514 9,187 6.5 

  前期繰越利益 5,926  7,384  1,457 5,926  

  合併に伴う未処分利益受入額 1,496  -  △ 1,496 1,496  

  合併に伴う子会社株式消却損 326  -  △   326 326  

  中間配当額 -  -  - 751  

  中間(当期)未処分利益 11,490  12,293  802 15,533  
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
１． 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式  移動平均法による原価法 

その他有価証券 

 時価のあるもの       中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

 時価のないもの       移動平均法による原価法 

(2) たな卸資産 

総平均法による原価法 

２． 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産         定率法 

(ただし平成 10年４月１日以降取得の建物(建物附属設備を除く)は定額法) 

(2) 無形固定資産         鉱業権    生産高比例法  

自社利用のソフトウェア  社内における利用可能期間(５年)に基づく定額

法 

鉱業権及びソフトウェア以外の無形固定資産  定額法 

３． 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中

間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。数理計算上の差異については、各事

業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(１３年)による定額法により翌事業年度

から費用処理することとしております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

   役員退職慰労金の支給に備えて、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。 

(5) 特別修繕引当金 

ガラス溶解炉等板ガラス製造設備の定期的修繕費用の支出に備えるため、次回修繕の見積金額と次回修繕ま

での稼動期間を勘案して計上しております。 

４． 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。 

５． リース取引の処理方法 

リース取引の処理方法は、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンスリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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６． ヘッジ会計の処理方法 

(1)ヘッジ会計の方法  

繰延ヘッジ処理によっております。 

なお、ヘッジ会計の特例処理の要件を満たす金利スワップ取引については特例処理を採用しております。 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：金利スワップ取引 

ヘッジ対象：借入金 

(3)ヘッジ方針 

経理部の管理のもとに、債権債務内での取引に限定し、将来の金利変動リスク回避のためのヘッジを目的とし

ており、投機目的の取引は行っておりません。 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。 

７． その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
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注記事項 

１．貸借対照表に関する事項 

前中間期 当中間期 前  期 期別 
科目 金  額 金  額 金  額 
 百万円 百万円 百万円 
１．有形固定資産の減価償却累計額 
 

189,280 187,847 186,336 

２. 担保に供している資産は、次のとおりでありま
す。 

   

建    物 10,265 9,730 9,856 
機械及び装置 
土    地 
投資有価証券 
有形固定資産その他 
 
担保付債務は次のとおりであります。 
短期借入金 
長期借入金 

17,723 
9,811 
8,155 
2,151 

 
 

1,170 
4,754 

15,526 
9,815 
8,584 
1,983 

 
 

484 
4,270 

15,623 
9,811 
8,146 
2,034 

 
 

552 
4,515 

 
３．保証債務 

保証予約 

 
3,354 
406 

 
3,026 
246 

 
3,275 
427 

    
 
２．リース取引に関する事項 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
 前中間期 当中間期 前  期 
 工具器具備品等 工具器具備品等 工具器具備品等 
 百万円 百万円          百万円 

(1)取得価額相当額 565 434       599 
減価償却累計額相当額 381 284       448 
中間期末(期末)残高相当額 184 150       151 

(2)未経過リース料中間期末(期末)残高相当額 184 150       151 
（うち１年以内のもの 70 58 65) 
（うち１年超のもの 113 92 85) 

(3)支払リース料(減価償却費相当額) 44 38 89 
(4)減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
(5)取得価額相当額及び未経過リース料中間期末(期末)残高相当額の算定は、支払利子込み法によっております。 
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部門別売上高明細表 
 

前中間期 
自 平成 15 年 4 月 1 日 
至 平成 15 年 9 月 30 日 

当中間期 
自 平成 16 年 4 月 1 日 
至 平成 16 年 9 月 30 日 

対前中間期 
増減金額 

前   期 
自 平成 15 年 4 月 1 日 
至 平成 16 年 3 月 31 日 

期別 
 
部門 

金  額 金  額 金  額 金  額 
 
ガラス部門 

 
化成品部門 

百万円 
36,571 

 
30,091 

百万円 
38,930 

 
29,977 

百万円 
2,359 

 
△   113 

百万円 
76,146 

 
65,132 

合   計 
(うち輸出分) 

66,663 
(   12,145) 

68,908 
(  12,992) 

 

2,245 
(    847) 

 

142,279 
(  24,974) 
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平成１７年３月期中間決算概要 

平成１６年１１月２２日 

セントラル硝子株式会社 

連結決算 

１．連結業績                                     (単位：億円) 

 
平成 16 年 9月期 平成 15 年 9月期 

 平成 17 年 3月期
(予想) 

平成 16 年 3月期 

売上高    924   853  1,900 1,819 
営業利益     77    73    200   194 
経常利益     82    77    200   186 
中間（当期）純利益     51    45    130   116 
株主資本  1,024   911  1,096   977 
株主資本比率  46.9%  42.1%   48.2%  44.8% 
株主資本利益率(ROE)   5.1%   5.2%   12.5%  12.8% 
1 株当たり当期純利益 23 円 72 銭 21 円 08 銭  60 円 33 銭 53 円 85 銭 

 

   ２．その他                                      (単位：億円) 

 平成 16 年 9月期 平成 15 年 9月期 
 平成 17 年 3月期

(予想) 
平成 16 年 3月期 

設備投資額  76   56  200 100 
減価償却費  48   47  106 101 
研究開発費  29   26   61  55 
有利子負債残高 491  610  485 553 
Ｄ/Ｅ比率 0.48 倍 0.67 倍  0.44 倍 0.57 倍 
      
 

＜参考＞単独業績                                    （単位：億円） 
 平成 16 年 9月期 平成 15 年 9月期 

 平成 17 年 3月期
(予想) 

平成 16 年 3月期 

売上高   689   667  1,375 1,413 
営業利益    72    67    171   170 
経常利益    79    73    175   165 
中間（当期）純利益    49    44    110    92 
株主資本   950   856  1,004   906 
株主資本比率  48.2%  43.4%   48.6%  45.6% 
株主資本利益率(ROE)   5.3%   5.4%   11.5%  11.0% 
1 株当たり当期純利益 22 円 87 銭 20 円 46 銭  50 円 97 銭 42 円 52 銭 

注）億円未満は四捨五入 

 

 


